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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
各住戸負荷に供給された電力量を測定する住戸メータを備えない複数の住戸負荷において
電力網から一括受電契約で受電し、
前記住戸負荷を利用する、住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前記住戸負荷
で消費される電力量を、前記住戸負荷における消費電力量に基づく従量料金を前記住戸の
居住者に対して課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量を前記住戸と同一又は類
似の住戸において消費される電力量の実績値に基づいて予測したうえで、予測し、
前記住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量の
予測値に所定の電力量を加えた電力量に基づいて、又は、前記住戸の居住者に対して定額
料金を課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量の予測値と少なくとも床面積に関
するパラメータとに基づいて、かつ、前記住戸負荷に供給された電力量の実測値に基づか
ないように、前記住戸負荷を利用する、住戸の居住者に対して課金する定額料金を決定
する、電力管理方法。
【請求項２】
前記住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量の
予測値と、前記定額料金に相当する定額電力量との差の少なくとも一部を、前記複数の住
戸負荷に接続されている分散型電源が出力する電力量によって補填するように前記定額料
金を決定する、請求項１に記載の電力管理方法。
【請求項３】
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前記住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量の
予測値に対応づけられる電気料金と前記定額料金との差額の少なくとも一部を、前記複数
の住戸負荷に接続されている分散型電源が出力する電力を逆潮流することによって発生す
る売電代金によって補填するように前記定額料金を決定する、請求項１又は２に記載の電
力管理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本開示は、電力管理方法、電力管理システム、及び引込盤に関する。
【背景技術】
【０００２】
集合住宅において一括受電を行う構成が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【文献】特開２０１７－１７７７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
一括受電によるメリットの増大が求められる。
【０００５】
本開示の目的は、一括受電によるメリットを増大させうる電力管理方法、電力管理システ
ム、及び引込盤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本開示の一実施形態に係る電力管理方法は、各住戸負荷に供給された電力量を測定する住
戸メータを備えない複数の住戸負荷において電力網から一括受電契約で受電する。前記電
力管理方法は、前記住戸負荷を利用する、住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合
に前記住戸負荷で消費される電力量を、前記住戸負荷における消費電力量に基づく従量料
金を前記住戸の居住者に対して課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力量を前記住
戸と同一又は類似の住戸において消費される電力量の実績値に基づいて予測したうえで、
予測する。前記電力管理方法は、前記住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前
記住戸負荷で消費される電力量の予測値に所定の電力量を加えた電力量に基づいて、又
は、前記住戸の居住者に対して定額料金を課金する場合に前記住戸負荷で消費される電力
量の予測値と少なくとも床面積に関するパラメータとに基づいて、かつ、前記住戸負荷に
供給された電力量の実測値に基づかないように、前記住戸負荷を利用する、住戸の居住者
に対して課金する定額料金を決定する。
【０００７】
本開示の一実施形態に係る電力管理システムは、引込盤と、複数の住戸負荷と、管理装置
とを備える。前記引込盤は、電力網と前記複数の住戸負荷とを、各住戸負荷に供給された
電力量を測定する住戸メータを介さずに接続する。前記複数の住戸負荷は、前記引込盤を
介して、電力網から一括受電契約で受電する。前記管理装置は、前記住戸負荷を利用す
る、住戸の居住者に対して前記住戸負荷における消費電力量に基づく従量料金を課金する
場合に前記住戸負荷で消費される第１電力量に基づいて、前記住戸負荷を利用する、住戸
の居住者に対して課金する定額料金を決定する。前記定額料金は、前記住戸負荷に供給さ
れた電力量の実測値に基づかない。
【０００８】
本開示の一実施形態に係る引込盤は、電力網と、前記電力網から一括受電契約で受電する
複数の住戸負荷とを、各住戸負荷に供給された電力量を測定する住戸メータを介さずに接
続する。
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【発明の効果】
【０００９】
本開示の一実施形態に係る電力管理方法、電力管理システム、及び引込盤によれば、一括
受電によるメリットが増大しうる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】一実施形態に係る電力管理システムの構成例を示すブロック図である。
【図２】比較例１に係るシステムのブロック図である。
【図３】住戸負荷の消費電力の変化の一例を表すグラフである。
【図４】第１電力量と第２電力量との関係を表す図である。
【図５】第１電気料金と第２電気料金との関係を表す図である。
【図６】他の実施形態に係る電力管理システムの構成例を示すブロック図である。
【図７】一実施形態に係る電力管理方法の手順の一例を表すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
図１に示されるように、一実施形態に係る電力管理システム１００は、集合住宅１と、管
理装置２０とを備える。集合住宅１は、引込盤１０と、共用負荷４１と、住戸負荷４２と
を備える。共用負荷４１と住戸負荷４２とは、負荷４０と総称される。集合住宅１は、電
力管理システム１００に含まれなくてもよい。集合住宅１が電力管理システム１００に含
まれない場合、電力管理システム１００は、引込盤１０と、管理装置２０と、負荷４０と
を備える。
【００１２】
集合住宅１は、マンション、アパート、又はメゾネット等の種々の形態であってよい。集
合住宅１は、管理主体によって管理されてよい。集合住宅１の管理主体は、集合住宅１の
オーナー又は集合住宅１を管理する事業者等であってよい。集合住宅１の管理主体は、各
住戸の居住者と個別に入居契約を結んでよい。
【００１３】
共用負荷４１は、集合住宅１の共用部に設けられている電力負荷である。共用部は、例え
ば、集合住宅１の廊下又は階段等であってよい。共用負荷４１は、共用部に設けられてい
る機器、例えば、外灯等の照明器具、浄化槽ブロア電源、火災報知機等の非常用設備およ
び空調機器等の他の機器を含んでよい。住戸負荷４２は、集合住宅１の各住戸に設けられ
ている電力負荷であり、例えば、各住戸で使用される照明器具、冷蔵庫、テレビ、又はエ
アコンディショナ等の電気機器であってよい。集合住宅１は、複数の住戸を含む。つま
り、電力管理システム１００は、複数の住戸負荷４２を備えるとする。
【００１４】
引込盤１０は、取引メータ２１を備える。取引メータ２１は、第１端２１１と第２端２１
２とを有してよい。取引メータ２１は、第１端２１１で電力網５０に接続可能であるとす
る。引込盤１０は、第１端子１１を備え、第１端子１１を介して電力網５０と接続してよ
い。取引メータ２１は、第２端２１２で負荷４０に接続可能であるとする。つまり、引込
盤１０は、電力網５０と負荷４０とを、取引メータ２１を介して接続可能にする。引込盤
１０は、第２端子１２を備え、第２端子１２を介して負荷４０と接続してよい。本実施形
態において、取引メータ２１は、第１端２１１で電力網５０に接続され、第２端２１２で
負荷４０に接続されることによって、電力網５０から負荷４０に供給される電力量を測定
する。
【００１５】
管理装置２０は、サーバ等の装置を含んでよい。管理装置２０は、破線で表されている通
信線によって取引メータ２１と接続されており、取引メータ２１の測定結果を取得する。
【００１６】
電力管理システム１００は、分散型電源６０をさらに備えてよい。分散型電源６０は、集
合住宅１に含まれてもよいし、含まれなくてもよい。分散型電源６０は、太陽光発電（以
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下、ＰＶとも称する）６２と、パワーコンディショナ（以下、ＰＣＳとも称する）６１と
を備える。ＰＶ６２は、風力発電設備等の他の再生可能エネルギー発電設備に置き換えら
れてよい。ＰＣＳ６１は、ＰＶ６２から出力される直流電力を交流電力に変換する等に
よって、ＰＶ６２から出力される電力を制御する。ＰＣＳ６１は、インバータ又はコン
バータ等を含んでよい。分散型電源６０は、蓄電池および燃料電池を含んでもよい。ＰＶ
６２およびＰＣＳ６１の数は、１つに限られず、２つ以上あってもよい。例えば、ＰＶ６
２は、集合住宅１の屋根、集合住宅１の駐車場の屋根、又は、集合住宅１の敷地内等に分
割して設けられてよい。
【００１７】
管理装置２０は、破線で表されている通信線によってＰＣＳ６１と接続されてよい。管理
装置２０は、ＰＣＳ６１から、分散型電源６０が出力する電力を取得する。分散型電源６
０が出力する電力は、出力電力ともいう。
【００１８】
取引メータ２１は、第２端２１２で分散型電源６０に接続可能であってよい。引込盤１０
は、第３端子１３を備え、第３端子１３を介して分散型電源６０と接続してよい。本実施
形態において、取引メータ２１は、第２端２１２で分散型電源６０と接続される。分散型
電源６０は、負荷４０と接続することによって負荷４０に電力を供給するとともに、取引
メータ２１を介して電力網５０と接続することによって、余剰電力を電力網５０に逆潮流
する。余剰電力は、出力電力のうち、負荷４０で消費される電力を超える電力に相当す
る。取引メータ２１は、負荷４０に対して電力網５０から供給される電力量を測定すると
ともに、分散型電源６０から電力網５０に逆潮流される電力量を測定する。
【００１９】
電力事業者は、集合住宅１の管理主体との間で一括受電契約を結ぶ。電力事業者は、一括
受電契約に基づいて、電力網５０から集合住宅１に電力を供給する。集合住宅１に含まれ
る負荷４０は、一括受電した電力を消費する。取引メータ２１は、電力網５０から集合住
宅１に供給される電力量を測定する。取引メータ２１は、検定付きの電力量計であってよ
い。検定付きの電力量計は、検定メータともいう。電力事業者は、取引メータ２１を管理
し、取引メータ２１から測定結果を取得する。電力事業者は、測定結果に基づいて電力網
５０から集合住宅１に供給された電力量に対応する電気料金を算出する。電力事業者は、
取引メータ２１の測定結果に基づいて算出された電気料金を、集合住宅１の管理主体に課
金する。
【００２０】
集合住宅１の管理主体が一括受電契約を結ぶ場合、高圧一括受電契約及び低圧一括受電契
約のいずれかが選択される。高圧一括受電契約は、所定値以上の電気容量で一括受電する
契約である。低圧一括受電契約は、所定値未満の電気容量で一括受電する契約である。所
定値は、電力会社によって適宜定められる。所定値は、例えば５０ｋＷ等であってよい。
集合住宅１の管理主体は、集合住宅１の戸数に基づいて、高圧一括受電契約及び低圧一括
受電契約のいずれかを結んでよい。
【００２１】
高圧一括受電契約が結ばれている場合、キュービクル等の高圧受電設備の設置が必要とさ
れたり、電気主任技術者等の保安管理者の選任が必要とされたりする一方で、電気料金の
単価が低減されうる。集合住宅１の戸数が少ない場合、集合住宅１全体としての電力需要
が所定値未満にとどまることがある。集合住宅１全体としての電力需要が所定値未満にと
どまる場合、集合住宅１の管理主体は、低圧一括受電契約を結んでよい。低圧一括受電契
約が結ばれている場合、高圧受電設備の設置、及び、電気主任技術者等の保安管理者の選
任が必要とされない。つまり、高圧受電設備の設置、及び、保安管理者の選任にかかるコ
ストの負担が回避される。高圧一括受電契約及び低圧一括受電契約のいずれが結ばれてい
ても、集合住宅１全体として消費電力が平準化されることによる消費電力のピークカット
は実現されうる。その結果、高圧一括受電契約及び低圧一括受電契約のどちらが結ばれて
いる場合であっても、集合住宅１の管理主体は、消費電力のピークカットによる電気料金
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の単価の低減のメリットを享受しうる。
【００２２】
図２に示されている比較例１に係るシステムは、引込盤９０を備える。引込盤９０は、電
力網５０と各住戸負荷４２とを接続する住戸メータ２２を備える。つまり、各住戸負荷４
２は、取引メータ２１を介さずに、住戸メータ２２を介して電力網５０と接続されてい
る。住戸メータ２２は、各住戸負荷４２で消費される電力量を測定する。住戸メータ２２
は、取引メータ２１と同一又は類似の電力量計であってよい。電力事業者は、集合住宅１
の各住戸の居住者との間で受電契約を結ぶ。各住戸の居住者が電力事業者と結ぶ受電契約
は、各戸受電契約ともいう。電力事業者は、各戸受電契約を結んだ居住者に対して、住戸
メータ２２の測定結果に基づいて、電気料金を課金する。この場合、各住戸の居住者は、
集合住宅１の管理主体との間で入居に関する契約を結ぶだけでなく、電力事業者と各戸受
電契約を結ぶ必要がある。本実施形態によれば、集合住宅１の管理主体が一括受電契約を
結ぶことによって、各住戸の居住者が受電契約を結ぶ手間が省ける。
【００２３】
本実施形態において、集合住宅１の管理主体は、電力事業者との間で低圧一括受電契約を
結んでいるとする。この場合、集合住宅１の負荷４０は全体として、低圧一括受電契約で
受電する。集合住宅１全体で消費される電力は、各住戸負荷４２における電力の消費のパ
ターンのばらつきによって、平準化されうる。各住戸負荷４２における電力の消費パター
ンのばらつきは、各住戸の生活パターンの違いに起因しうる。例えば、居住者が昼間に外
出していることが多い住戸において消費される電力は、昼間において少なくなり、夜間に
おいて多くなることがある。一方で、夜間に消費される電力が少なくなる住戸が存在する
こともある。集合住宅１が分散型電源６０を備える場合、集合住宅１の負荷４０は全体と
して、分散型電源６０から電力を受電する。消費電力の平準化によって、集合住宅１の負
荷４０は、分散型電源６０からの電力をコンスタントに消費しうる。消費電力の変動幅が
大きい場合、消費電力の変動幅が小さい場合と比較して、出力電力が消費電力を上回る時
間帯が長くなることがある。出力電力が消費電力を上回る場合、余剰電力は逆潮流され
る。この場合、出力電力のうち、負荷４０で消費される電力の割合が低下しうる。消費電
力の変動幅が小さい場合、出力電力が消費電力より小さくなる時間帯が長くなることがあ
る。出力電力が負荷４０の消費電力より小さい場合、出力電力は、負荷４０で消費され
る。消費電力の平準化は、出力電力のうち、負荷４０で消費される電力の割合を増加させ
うる。その結果、自家消費が促進されうる。
【００２４】
集合住宅１の管理主体は、電力事業者に電気料金を支払うために、各住戸の居住者から電
気料金を徴収する。比較例２として、集合住宅１の管理主体が各住戸の居住者に対して各
住戸の住戸負荷４２の消費電力量に基づく電気料金を課金すると仮定する場合、各住戸
は、各住戸負荷４２の消費電力量を測定する電力量計を備える必要がある。住戸負荷４２
の消費電力量に基づいて課金される電気料金は、従量料金ともいう。
【００２５】
一方、本実施形態において、集合住宅１の管理主体は、各住戸の住戸負荷４２の消費電力
量にかかわらずに、各住戸の居住者に定額の電気料金を課金する。つまり、集合住宅１の
管理主体は、各住戸負荷４２に供給された電力量に基づかない定額の電気料金を、各住戸
負荷４２を利用する、住戸の居住者に対して課金する。住戸負荷４２の消費電力量に基づ
かずに課金される定額の電気料金は、定額料金ともいう。この場合、各住戸は、各住戸負
荷４２の消費電力量を測定する電力量計を備える必要がない。その結果、集合住宅１にお
ける設備投資が低減されうる。集合住宅１の管理主体は、各住戸における検針業務を省略
できる。
【００２６】
集合住宅１の居住者は、在宅時に電力を消費する機器を使用する一方で、不在時に機器を
動作させない傾向にある。図３として例示されるグラフは、１日の各時間帯における、住
戸負荷４２の消費電力、及び、出力電力それぞれの推移を表している。図３のグラフの横
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軸及び縦軸はそれぞれ、時間帯及び電力を表している。住戸負荷４２の消費電力は、実線
で表されている。住戸負荷４２の消費電力は、居住者が在宅している朝及び夜に増大する
一方で、居住者が不在となる日中には減少する傾向にある。出力電力は、破線で表されて
いる。分散型電源６０がＰＶ６２を含む場合、出力電力は、日中に増大し、朝及び夜に減
少する。
【００２７】
図３のグラフにおいて、右下がり斜線のハッチングが付された部分は、分散型電源６０か
ら電力網５０に逆潮流される電力を表している。分散型電源６０から電力網５０に逆潮流
される電力は、逆潮流電力ともいう。分散型電源６０が日中に出力する電力のうち、電力
網５０に逆潮流される電力が増加している。つまり、出力電力のうち住戸負荷４２で自家
消費される電力が減少している。図３のグラフにおいて、右上がり斜線のハッチングが付
された部分は、電力網５０から住戸負荷４２が受電した電力を表している。電力網５０か
ら住戸負荷４２が受電した電力は、受電電力ともいう。出力電力が朝及び夜に減少するこ
とによって、住戸負荷４２が朝及び夜に消費する電力のうち、電力網５０から受電する電
力が増加している。
【００２８】
集合住宅１の居住者は、電気料金を低減するために、不在時に機器を動作させないことが
ある。例えば、居住者は、在宅時にエアコンディショナを動作させるものの、不在時にエ
アコンディショナを動作させない傾向にある。この場合、居住者は、帰宅時における住戸
内の気温及び湿度等の環境を不快に感じることがある。本実施形態において、各住戸の居
住者に定額料金が課金されることによって、居住者は、日中の不在時にもエアコンディ
ショナを動作させたままとすることに抵抗を感じにくくなる。居住者が不在時にもエアコ
ンディショナを動作させたままとする結果、居住者は、帰宅時における住戸内の気温及び
湿度等の環境を快適に感じうる。
【００２９】
住戸内への日光の照射又は外気の流入等の気温を上昇させる要因が低減されることによっ
て、日中もエアコンディショナを動作させたままとする場合の消費電力量は、低減されう
る。断熱性能に優れた住戸が提供されることによって、エアコンディショナの消費電力量
は、低減されうる。日中もエアコンディショナを動作させたままとする場合における１日
の消費電力量は、日中にエアコンディショナを停止し、帰宅時に起動する場合における１
日の消費電力量に対して、同等の消費電力量に近づけられうる。このようにすることで、
エアコンディショナを動作させたままとすることによる環境への影響は低減されうる。
【００３０】
電気料金として定額料金が課金される場合、居住者が電気料金を気にせずに電力を消費す
る機器を使用することによって、住戸負荷４２の消費電力量が増大する傾向にある。この
場合、各住戸負荷４２における消費電力量は、従量料金が課金される場合よりも増大する
傾向にある。増大した消費電力量に対応する従量料金は、定額料金より高額になりうる。
集合住宅１の管理主体は、電気料金の差額を補填する必要がある。単なる定額料金の引き
上げは、居住者の負担を増大させ、入居率の低下を引き起こしうる。定額料金は、電気料
金の収支と入居率の維持とを両立させるように決定されうる。
【００３１】
管理装置２０は、電気料金の収支に関する条件と入居率に関する条件とが共に満たされる
ように、定額料金を決定する。管理装置２０は、決定した定額料金を、口座振替又はクレ
ジットカード払い等の決済処理によって各住戸の居住者から徴収してよい。管理装置２０
は、決定した定額料金を各住戸の居住者に通知し、集合住宅１の管理主体に支払うように
促してもよい。
【００３２】
管理装置２０は、電気料金として従量料金が課金される場合に住戸負荷４２で消費される
電力量を取得し、取得した電力量に基づいて定額料金を決定してよい。従量料金が課金さ
れる場合に１つの住戸の住戸負荷４２で消費される電力量は、第１電力量ともいう。管理
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装置２０は、第１電力量の実績値を取得してもよい。管理装置２０は、第１電力量の予測
値を取得してもよい。消費電力量が第１電力量である場合に従量料金として課金される電
気料金は、第１電気料金ともいう。集合住宅１の管理主体は、管理装置２０によって定額
料金を適宜設定可能である。集合住宅１の管理主体は、定額料金を第１電気料金と同額又
は第１電気料金未満の金額となるように決定してよい。集合住宅１の管理主体が定額料金
を第１電気料金未満の金額に設定する場合、居住者の電気料金が割安になる。その結果、
入居率が高まりうる。一方、例えば、集合住宅１が駅の近くにある等の利便性が高く人気
が高い物件である場合、集合住宅１の管理主体は、定額料金を第１電気料金と同等以上に
してもよい。この場合、集合住宅１の管理主体は、電気料金によって、より大きい収益を
得ることができる。居住者は、通常の生活で電気料金として請求されうる金額を定額料金
として支払うことによって、電気料金の負担が増えることなく、自由に電力を消費するこ
とができる。つまり、電力の使い放題が実現される。電気料金として定額料金が課金され
る場合に１つの住戸の住戸負荷４２で消費される電力量は、第２電力量ともいう。消費電
力量が第２電力量である場合に従量料金として課金される電気料金は、第２電気料金とも
いう。管理装置２０は、従量料金が課金される場合における集合住宅１全体の消費電力量
を第１電力量として取得してもよい。管理装置２０は、電気料金として定額料金が課金さ
れる場合における集合住宅１全体の消費電力量を第２電力量として取得してもよい。
【００３３】
居住者が電気料金を気にせずに電力を消費する機器を使用することによって、第２電力量
は、第１電力量よりも大きくなることが予測される。一方で、機器を使用するほど機器が
劣化することを考慮すれば、第２電力量を無制限に大きくなることは起こりにくい。つま
り、第１電力量と第２電力量との差は、所定値未満となりうる。
【００３４】
例えば図４に示されるように、第１電力量と第２電力量とが縦の棒グラフで表されるとす
る。図４の縦軸は電力量を表す。第１電力量及び第２電力量それぞれの大きさを表す棒グ
ラフの高さが、Ａ１及びＡ２であるとする。Ａ２は、Ａ１よりも大きい。Ａ２とＡ１との
差分は、例えば、分散型電源６０が出力する電力量の一部によって補填されてよい。図４
において、分散型電源６０が出力する電力量を表す棒グラフが第１電力量及び第２電力量
の棒グラフと並んで示されている。分散型電源６０が出力する電力量は、出力電力量とも
いう。出力電力量の大きさを表す棒グラフのうち、破線で表されている部分に相当する電
力量によって差分が補填されてよい。
【００３５】
例えば図５に示されるように、第１電気料金と第２電気料金とが縦の棒グラフで表される
とする。図５の縦軸は電気料金を表す。第１電気料金及び第２電気料金それぞれの大きさ
を表す棒グラフの高さが、Ｂ１及びＢ２であるとする。Ｂ２は、Ｂ１よりも大きい。Ｂ２
とＢ１との差額は、例えば、出力電力が電力網５０に逆潮流される場合の対価である売電
代金の一部によって補填されてよい。図５において、売電代金の金額を表す棒グラフが第
１電気料金及び第２電気料金の棒グラフと並んで示されている。売電代金の金額を表す棒
グラフのうち、破線で表されている部分に相当する金額によって差額が補填されてよい。
【００３６】
管理装置２０は、第２電気料金に基づいて定額料金を決定してよい。管理装置２０は、集
合住宅１の管理主体が定額料金と第２電気料金との差を、分散型電源６０から電力網５０
に逆潮流される電力の売電代金によって補填できるように定額料金を決定してよい。つま
り、管理装置２０は、定額料金と第２電気料金との差が売電代金よりも小さくなるよう
に、定額料金を決定してよい。管理装置２０は、ＰＣＳ６１から分散型電源６０が出力す
る電力量を取得してよい。管理装置２０は、分散型電源６０が出力する電力量に基づい
て、定額料金を決定してよい。
【００３７】
管理装置２０は、第２電力量の予測値に基づいて定額料金を決定してよい。定額料金に対
応する電力量は、定額電力量ともいう。言い換えれば、消費電力量が定額電力量である場
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合に従量料金として課金される電気料金は、定額料金と同額になる。第２電力量と定額電
力量との差は、分散型電源６０が負荷４０に供給する電力量によって補填されてよい。管
理装置２０は、分散型電源６０が負荷４０に供給する電力量が第２電力量の予測値と定額
電力量との差よりも大きくなるように、定額料金を決定してよい。集合住宅１の管理主体
は、定額料金が第１電気料金と同額、又は、第１電気料金より安くなるように、分散型電
源６０の容量を決定してよい。
【００３８】
管理装置２０は、各住戸と同一又は類似の住戸において消費される電力量の実績値に基づ
いて第１電力量を予測し、第１電力量の予測結果に基づいて定額料金を決定してよい。こ
のようにすることで、管理装置２０は、集合住宅１の各住戸で消費される電力量の実測値
を取得することなく、定額料金を精度よく決定しうる。
【００３９】
住宅におけるエネルギー消費量を削減するために、省エネルギー基準が設けられることが
ある。例えば、住宅が省エネルギー基準を満たすために、その住宅の仕様によって決定さ
れる設計一次エネルギー消費量が基準値を下回ることが求められる。住戸の設計一次エネ
ルギー消費量は、その住戸における標準的な生活によって消費されるエネルギーを表しう
る。管理装置２０は、集合住宅１の各住戸の設計一次エネルギー消費量に基づいて、第１
電力量を予測してよい。このようにすることで、管理装置２０は、定額料金を精度よく決
定しうる。設計一次エネルギー消費量は、住戸に設置されている、冷暖房機器、換気装
置、照明機器、給湯機器、調理機器、又は家庭用電気製品等の仕様に基づいて算出されて
よい。設計一次エネルギー消費量は、住戸に居住する人数に基づいて算出されてもよい。
【００４０】
昼間の電気料金が夜間の電気料金よりも高い場合、昼間に負荷４０で分散型電源６０の電
力を消費させ、電力網５０から受ける電力を減少させることによって、全体として電気料
金を安くできる。
【００４１】
管理装置２０は、第１電力量に所定電力量を加えて、第２電力量を予測してよい。管理装
置２０は、第１電力量に所定係数を乗じて、第２電力量を予測してよい。管理装置２０
は、第１電力量と、他の種々のパラメータに基づいて、第２電力量を予測してよい。他の
種々のパラメータは、いわゆるビッグデータの解析に基づくパラメータを含んでよい。他
の種々のパラメータは、例えば、気象条件に関するパラメータを含んでよい。他の種々の
パラメータは、集合住宅１の立地条件に基づいて集合住宅１に入居すると予想される家族
構成又はその人物像に関するパラメータを含んでよい。また、他の種々のパラメータは、
床面積に関するパラメータを含んでよい。他の種々のパラメータは、電気設備の使用電力
又は使用時間に関するパラメータを含んでよい。他の種々のパラメータは集合住宅１の断
熱性能に関するパラメータを含んでよい。管理装置２０は、種々のパラメータに基づい
て、第１電力量に加える所定電力量、又は、第１電力量に乗じる所定係数を算出してよ
い。
【００４２】
集合住宅１の各住戸の居住者に課金される電気料金が従量料金から定額料金に変更される
場合、管理装置２０は、従量料金が課金されていた場合における各住戸負荷４２の消費電
力量の実測値を、第１電力量として取得してよい。
【００４３】
管理装置２０は、集合住宅１と同じ態様の住戸における、第１電力量の実績値と第２電力
量の実績値とに基づいて、集合住宅１の各住戸における第２電力量を予測してよい。管理
装置２０は、集合住宅１とは異なる態様の住戸における、第１電力量の実績値と第２電力
量の実績値とに基づいて、集合住宅１の各住戸における第２電力量を予測してよい。管理
装置２０は、種々の住戸における、第１電力量の実績値と第２電力量の実績値との関係に
基づいて、集合住宅１の各住戸における第１電力量と第２電力量との関係を算出してよ
い。管理装置２０は、集合住宅１の各住戸における第１電力量と第２電力量との関係に基
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づいて、集合住宅１の各住戸における第２電力量を予測してよい。
【００４４】
本実施形態に係る集合住宅１において、分散型電源６０は、少なくとも一部の住戸負荷４
２に接続されていてよい。言い換えれば、分散型電源６０は、少なくとも一部の住戸に設
けられてよい。分散型電源６０は、各住戸で異なる状況で設置されていてよい。住戸負荷
４２を有する各住戸の居住者に定額料金が課金されることによって、住戸負荷４２が分散
型電源６０に接続されているか否かにかかわらず、各住戸の居住者は、分散型電源６０に
よる電気料金低減のメリットを公平に享受できる。
【００４５】
集合住宅１の管理主体は、各戸の居住者と賃貸契約を結ぶ際に、各住戸の居住者に課金す
る定額料金を異ならせてもよい。集合住宅１の管理主体は、集合住宅１への入居を促進す
るために、所定期間の定額料金を減額したり無料にしたりするように、所定のルールを設
定してもよい。集合住宅１の管理主体は、集合住宅１の入居率に基づいて各住戸の居住者
に課金する定額料金を決定するように、所定のルールを設定してもよい。集合住宅１の管
理主体は、各戸の入居期間に基づいて各住戸の居住者に課金する定額料金を決定するよう
に、所定のルールを設定してもよい。これによって、集合住宅１の管理主体は、様々な契
約体系を居住者に提供できるため、顧客吸引力の向上、居住者に対するサービス性の向上
を実現できる。定額料金は、季節毎、又は、月毎に設定されてよい。定額料金は、例え
ば、分散型電源６０の出力電力が増加する時期、又は、住戸負荷４２で消費される電力が
減少する時期等に減額されてもよい。定額料金は、集合住宅１の居住者の増減に基づいて
変更されてもよい。例えば、集合住宅１において居住者数が減った場合、分散型電源６０
の出力電力のうち住戸負荷４２で自家消費される電力が少なくなることがある。自家消費
される電力が少なくなった場合、分散型電源６０の出力電力の売電による収入が大きくな
る。集合住宅１の管理主体は、売電による収入に基づいて得られた利益を定額料金から減
額することで、居住者の電気料金の負担を小さくすることができる。一方、集合住宅１の
管理主体は、居住者数が減った場合に定額料金を変更しなければ、売電による収入に基づ
く利益を取得できる。
【００４６】
管理装置２０は、複数の集合住宅１における電気料金の収支を総合的に解析し、各集合住
宅１における定額料金を決定してもよい。管理装置２０は、定額料金に保険料を上乗せし
ておき、第２電気料金と定額料金との差額が大きくなった場合に、分散型電源６０で補填
しきれない差額を保険料によって補填してもよい。
【００４７】
図６に示されるように、他の実施形態において、引込盤１０は、さらにブレーカ３０を備
えてもよい。ブレーカ３０は、取引メータ２１と負荷４０との間に接続されている。ブ
レーカ３０は、所定の電流容量を有し、所定の電流容量を超える電流を遮断する。つま
り、ブレーカ３０は、所定の電流容量を超える電流が流れないように電流を制限する。ブ
レーカ３０における所定の電流容量は、可変であってよい。つまり、ブレーカ３０は、所
定の電流容量を変更してよい。ブレーカ３０は、内蔵ブレーカ機能を有するスマートメー
タで置き換えられてもよい。
【００４８】
電気料金として定額料金が課金される場合、住戸負荷４２の消費電力量が増えるほど、補
填の対象となる差額が高額になる。定額料金が課金される場合において、住戸負荷４２の
消費電力量の低減が求められる。ブレーカ３０が住戸負荷４２に流れる所定の電流容量を
超える電流を遮断することによって、住戸負荷４２の消費電力量が低減されうる。その結
果、集合住宅１の管理主体が補填すべき差額が小さくなりうる。ブレーカ３０の所定の電
流容量は、例えば３０アンペア等に設定されてよい。
【００４９】
電力管理システム１００は、図７に例示されるフローチャートの手順を含む電力管理方法
に基づいて、定額料金を決定してよい。
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【００５０】
複数の住戸負荷４２は、電力網５０から受電する（ステップＳ１）。複数の住戸負荷４２
は、低圧一括受電契約で受電してよい。
【００５１】
管理装置２０は、第１電力量を取得する（ステップＳ２）。管理装置２０は、第１電力量
の実績値を取得してよい。管理装置２０は、設計一次エネルギー消費量に基づいて第１電
力量を予測し、予測値を取得してよい。管理装置２０は、種々のパラメータに基づいて第
１電力量を予測し、予測値を取得してよい。
【００５２】
管理装置２０は、第１電力量に基づいて定額料金を決定する（ステップＳ３）。管理装置
２０は、分散型電源６０が出力する電力量にさらに基づいて定額料金を決定してよい。
【００５３】
管理装置２０は、定額料金に相当する定額電力量を算出する（ステップＳ４）。管理装置
２０は、電力事業者が供給する電力の単価に基づいて、定額料金の範囲内で供給されうる
電力量を、定額電力量として算出する。管理装置２０は、時間帯にかかわらずに消費電力
量に基づいて電力単価が決定される仮定の下で、定額料金に相当する定額電力量を算出し
てよい。管理装置２０は、時間帯にさらに基づいて電力単価が決定される仮定の下で、定
額料金に相当する定額電力量を算出してよい。
【００５４】
管理装置２０は、第２電力量を取得する（ステップＳ５）。管理装置２０は、定額料金が
課金される仮定の下で、住戸負荷４２で消費される電力量を第２電力量として予測し、予
測値を取得してよい。管理装置２０は、実際に定額料金が課金された場合に集合住宅１の
負荷４０全体で消費された電力量を取引メータ２１から取得し、取得した電力量を住戸負
荷４２の数で除算した値に基づいて第２電力量を算出し、第２電力量の実績値を取得して
よい。
【００５５】
管理装置２０は、第２電力量と定額電力量との差分を確認する（ステップＳ６）。管理装
置２０は、第２電力量として、その予測値を用いてよい。管理装置２０は、出力電力に
よって定額電力量に対する第２電力量の超過分が補填できるか判定してよい。管理装置２
０は、出力電力によって各住戸負荷４２における超過分の合計が補填できるか判定してよ
い。
【００５６】
管理装置２０は、ステップＳ６において、電力量の超過分が補填できないと判定した場
合、電力量の超過分が補填できるように定額料金を変更してよい。管理装置２０は、第２
電力量と定額電力量との差分を小さくするように定額料金を高くしてよい。管理装置２０
は、電力量の超過分が補填できる範囲内で、第２電力量と定額電力量との差分を大きくす
るように定額料金を安くしてよい。
【００５７】
管理装置２０は、第２電力量に基づいて第２電気料金を算出する（ステップＳ７）。管理
装置２０は、第２電力量の予測値に基づいて第２電気料金を算出してよい。第２電力量の
予測値に基づいて算出された第２電気料金は、第２電気料金の予測値といえる。管理装置
２０は、電力事業者が供給する電力の単価に基づいて、第２電気料金を算出してよい。管
理装置２０は、時間帯にかかわらず電力単価が一定である仮定の下で、第２電気料金を算
出してよい。管理装置２０は、時間帯ごとに電力単価が変動する仮定の下で、第２電気料
金を算出してよい。
【００５８】
管理装置２０は、第２電気料金と定額料金との差額を確認する（ステップＳ８）。管理装
置２０は、出力電力を電力網５０に逆潮流することによって発生する売電代金によって、
定額料金に対する第２電気料金の超過額が補填できるか判定してよい。管理装置２０は、
売電代金によって、各住戸負荷４２における超過額の合計が補填できるか判定してよい。
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管理装置２０は、ステップＳ８の後、図７のフローチャートの手順を終了する。
【００５９】
管理装置２０は、ステップＳ８において、電気料金の超過額が補填できないと判定した場
合、電気料金の超過額が補填できるように定額料金を変更してよい。管理装置２０は、第
２電気料金と定額料金との差分を小さくするように定額料金を高くしてよい。管理装置２
０は、電気料金の超過額が補填できる範囲内で、第２電気料金と定額料金との差分を大き
くするように定額料金を安くしてよい。
【００６０】
図７に例示されるフローチャートに含まれる各ステップは、省略されてもよいし、異なる
順番で実行されてもよい。
【００６１】
本開示に係る実施形態について説明する図は模式的なものである。図面上の寸法比率等
は、現実のものとは必ずしも一致していない。
【００６２】
本開示に係る実施形態について、諸図面及び実施例に基づき説明してきたが、当業者であ
れば本開示に基づき種々の変形又は修正を行うことが容易であることに注意されたい。
従って、これらの変形又は修正は本開示の範囲に含まれることに留意されたい。例えば、
各構成部などに含まれる機能などは論理的に矛盾しないように再配置可能であり、複数の
構成部などを１つに組み合わせたり、或いは分割したりすることが可能である。
【００６３】
本開示において「第１」及び「第２」等の記載は、当該構成を区別するための識別子であ
る。本開示における「第１」及び「第２」等の記載で区別された構成は、当該構成におけ
る番号を交換することができる。例えば、第１端子は、第２端子と識別子である「第１」
と「第２」とを交換することができる。識別子の交換は同時に行われる。識別子の交換後
も当該構成は区別される。識別子は削除してよい。識別子を削除した構成は、符号で区別
される。本開示における「第１」及び「第２」等の識別子の記載のみに基づいて、当該構
成の順序の解釈、小さい番号の識別子が存在することの根拠に利用してはならない。
【符号の説明】
【００６４】
１　集合住宅
１０　引込盤
１１、１２、１３　第１端子、第２端子、第３端子
２０　管理装置
２１　取引メータ
２１１、２１２　第１端、第２端
２２　住戸メータ
４１　共用負荷
４２　住戸負荷
５０　電力網
６０　分散型電源
６１　パワーコンディショナ（ＰＣＳ）
６２　太陽光発電（ＰＶ）
１００　電力管理システム
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】
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